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衆議院政治倫理の確立及び公職選挙法改正に関する特別委員会ニュース 

平成 25.3.22 第 183 回国会第４号 

 

3 月 22 日（金）、第４回の委員会が開かれました。 
 

１ 国会議員の選挙等の執行経費の基準に関する法律の一部を改正する法律案（内閣提出第 14 号） 

・新藤総務大臣、盛山法務大臣政務官及び政府参考人並びに参考人に対し質疑を行い、質疑を終局しました。 

 （参考人）都道府県選挙管理委員会連合会事務局長   神宮司 正 巳君 

      全国市区選挙管理委員会連合会事務局長   秋 野   諭君 

・赤嶺政賢君（共産）が討論を行いました。 

・採決を行った結果、賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。 

（賛成－自民、民主、維新、公明、みんな 反対－共産、生活） 

 

（質疑者及び主な質疑内容） 

佐々木 憲 昭君（共産） 

・平成８年及び平成 24 年の衆議院議員総選挙における投

票所の閉鎖時間の繰上げを行った投票所数及び投票所

総数に占める割合並びに繰上げ時間が増えている理由

について総務省に伺いたい。 

・投票所数の減少及び閉鎖時間の繰上げの増加により国

民の投票機会の公平が確保されているとはいえないと

考えるが、新藤総務大臣の見解を伺いたい。 

・執行経費法に対する都道府県選挙管理委員会連合会及

び全国市区選挙管理委員会連合会の要望事項について

神宮司参考人及び秋野参考人に伺いたい。 

 

井 上 英 孝君（維新） 

・平成 21年に実施された行政刷新会議の「事業仕分け」

において、平成 22年参議院議員通常選挙に関する経費

は縮減となっているが、その考え方を今回の本改正案

で受け継いでいるのか総務省の見解を伺いたい。 

・本改正案において地方に対して効率化を求めており、

始めに経費の縮減ありきの議論ではないかと思われる

が、何を基準に効率化しているのか総務省の見解を伺

いたい。 

・最高裁判所裁判官国民審査の期日前投票の期間は、衆

議院議員総選挙の期日前投票の期間と異なっているが、

これらの期間を合わせることについての盛山法務大臣

政務官の見解を伺いたい。 

 

玉 城 デニー君（生活） 

・今回の本改正案の経費の算定の基礎としている賃金職

員の定義及び賃金職員を導入することの目的について

総務省に伺いたい。 

・インターネット選挙運動の解禁が選挙の執行経費に与

える影響について総務省に伺いたい。 

・投票環境の向上と選挙の執行経費削減とを両立させる

ためには、さらに本改正案の充実した審議が必要だと

考えるが、新藤総務大臣の見解を伺いたい。 

 

奥 野 総一郎君（民主） 

・平成 22 年参議院議員通常選挙における執行経費は、平

成 22 年に提出された執行経費法一部改正案が成立し

なかったにもかかわらず平成 19 年参議院議員通常選

挙に比較して約２割の削減がなされたが、その理由に

ついて新藤総務大臣の見解を伺いたい。 

・各地方公共団体に対して選挙事務の効率化を図った先

進的な事例や標準的な作業の手順などの情報提供を行

い、経費縮減のための不断の見直しを行うことが重要

であると考えるが、新藤総務大臣の決意を伺いたい。 

・衆議院議員の定数削減について、平成 23 年 11 月 16

日の三党合意に基づき、今国会中に結論を得た上で必

要な法改正を行うことについての新藤総務大臣の所感

を伺いたい。 

 

泉   健 太君（民主） 

・投票所の閉鎖時間の繰上げについての総務省の考え方、

また、各地方公共団体にできる限り繰上げをしないよ

うに総務省から要請を行っているか否かを伺いたい。 

・期日前投票所について開設した期間の短い投票所があ

ることに関して総務省の見解を伺いたい。 

・衆議院の選挙制度改革について、得票率第２党以下に

比例議席を特別に配分する案は、投票者の意思にかか

わらず第２党以下への投票を２度カウントすることと

なるが、憲法の求める「投票価値の平等」に反するか



本ニュースは、速報性を重視した概要版として事務局において作成しているものです。 

詳細な内容については会議録を御参照ください。 
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否かについて、内閣法制局の見解を伺いたい。 

 

井 出 庸 生君（みんな） 

・ポスター掲示場の設置場所については、各地方公共団

体において決めているが、効果的に運用していくため

に総務省から各地方公共団体へ指導等は行っているか

伺いたい。 

・選挙公報を選挙管理委員会がホームページで行ってお

り、ツイッターやフェイスブック等を使うことにも経

費の手当てが必要だと考えるが、総務省の見解を伺い

たい。 

・政見放送をインターネットで見ることができるように

することについての総務省の見解を伺いたい。 

 

 

２ 公職選挙法の一部を改正する法律案（逢沢一郎君外５名提出、衆法第３号） 

公職選挙法の一部を改正する法律案（田嶋要君外５名提出、衆法第１号） 

・提出者逢沢一郎君（自民）及び田嶋要君（民主）からそれぞれ提案理由の説明を聴取しました。 


